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１．欧米の民間銀行も出さない事業に対し、公的機関
（JBICやNEXI）と日本の民間銀行が協調融資で支援 

 

２．「クリーンコール」を謡いつつ、ダブルスタンダードを利
用した「最良ではない」環境対策技術を輸出 

 

３．「相手国の要請主義」を建前に、今後、必要とされない
／必要とされなくなる石炭火力でビジネスを推進 

 

４．事業による住民の生活破壊・貧困化、および、懸念の
声をあげる住民に対する人権侵害・弾圧に加担 

なぜ日本の石炭火力輸出は批判される？ 



事業サイト： 中ジャワ州ジュパラ県 

 

●5号機／6号機 

 発電容量：  2,000 MW（超々臨界圧） 
 

 総工費： 約5,000億円 

 

   事業者： ブミ・ジャティ・パワー社（BJP）  
         ＝住友商事（50％）、関西電力（25%）、UT（25%）            

 

 融資： 2017年2月24日 融資契約締結（協調融資総額＝約3,355百万米ドル） 
                JBIC（1,678百万米ドル）、三菱UFJ、みずほ、三井住友、三井住友信託、 

      三菱UFJ信託、農林中央金庫、OCBCの協調融資 

            仏： ソシエテ・ジェネラル融資撤退  

            仏： クレディ・アグリコル融資撤退  

 

 商業運転： 2017年着工、2021年運転開始（予定） 
         （国有電力会社PLNとの長期売電契約PPA 25年） 
 

インドネシア・タンジュンジャティB 再拡張案件 



事業サイト： 西ジャワ州チレボン県 

 

●2号機 

 発電容量： 1000 MW（超々臨界圧） 
  

 総工費： 約21.8億米ドル 
 

 事業者： チレボン・エナジー・プラサラナ社（CEPR） 
   ＝丸紅（35%）、JERA（10%。中部電力と東電の合弁）、Samtan（20％）、 

     IMECO（18.75%）、Komipo（10%）、Indika Energy（6.25%） 
  

  融資： 2017年4月18日 融資契約締結（協調融資総額＝約1,740百万米ドル） 
      JBIC（731百万米ドル）、韓輸銀、三菱東京UFJ、みずほ、三井住友、 ING 

            仏： クレディ・アグリコル融資撤退       
 

 

 

   

    

   商業運転： 2016年7月＝土地造成作業を開始、2022年運転開始予定 

        （国有電力会社PLNとの長期売電契約PPA 25年） 

インドネシア・チレボン 拡張案件 

    2017年4月19日 バンドゥン地裁＝住民勝訴 ＝ 環境許認可の取消し 

    2017年7月17日 新しい環境許認可の発行 

    2017年11月14日 JBIC、1回目の貸付 

    2017年12月4日 住民・NGOが２度目の提訴（現在、最高裁の判決待ち） 



事業サイト： タインホア省ギソン地区 

 

 

●ギソン2 

 発電容量： 1200 MW（超臨界圧） 
  

 総工費： 約27.9億米ドル 

 

 事業者： ギソン2パワー社 

   ＝丸紅（50%）、韓国電力公社（50%） 
  

  融資：2018年4月13日 融資契約締結（協調融資総額＝約1,869百万米ドル） 
             JBIC（ 560百万米ドル）、韓輸銀、三菱東京UFJ、みずほ、三井住友、 

       新生銀行、OCBC、DBS、Malayan Banking Berhad 

        英：スタンダードチャータード融資撤退       

 

  商業運転： 2018年＝建設開始、2022年運転開始予定 

        （ベトナム国営電力会社EVNとの長期売電契約PPA 25年） 

ベトナム・ギソン2 



事業サイト： 西ジャワ州チレボン県 

 

●3号機 

 発電容量： 1000 MW（超々臨界圧） 
  

 

 事業者： 丸紅、Samtan、Komipo、Indika Energy 

             ＝ 2016年5月に共同開発に関する覚書 

 

※韓国国政監査（2018年10月18日） 
  KOMIPOパク・ヒョング社長  

   「チレボン3号機は建設を中断。これからは再生可能エネルギーを予定」 
  

   丸紅は？？？ 

 

 
  

  

 

 

   

インドネシア・チレボン3 

出典： https://www.youtube.com/ 

watch?v=x1-pS3WgkZw 
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日本国内と海外支援の 

石炭火力発電所との環境対策技術比較 

日本の海外支援案件 

 ＝ 当時の利用可能な最良の技術は導入されず 
 

発電所名 チレII TJB 

再拡張 

ギソン2 ビンタン 

IV拡張 

磯子2 磯子1 碧南5 

所在地 ID ID VET VET JPN 

出力（万kW） 100 100*2 60*2 60 60 60 100 

運転開始時期 2022 2021 2019 2019 2009 2002 2002 

効率（蒸気条件） USC USC SC SC USC USC USC 

SOx対策（ppm） 221 106 71 72 10 20 25 

NOx対策（ppm） 251 197 99 79 13 20 15 

PM対策（mg/Nm3） 50 40 50 50 5 10 5 



インドネシア・ジャワ・バリ系統 日本が関連する石炭火力  

③ 西ジャワ州チレボン 

 ・JBIC（1号機） ＝ 66万kW（稼働中） 
   ←住民の異議申立て 

 ・JBIC（2号機）融資決定（2017年4月） 
   ＝100万kW 

   ←仏  銀行撤退 

   ←住民の異議申立て 

東ジャワ州パイトン 

① 中ジャワ州バタン 

 ・JBIC融資決定（2016年6月） 
   ＝200万kW 

   ←住民の異議申立て 

② 中ジャワ州タンジュンジャティB 
 ・JBIC （1～4号機） ＝ 264万kW（稼働中） 
 ・JBIC （5、6号機）融資決定（2017年2月） 
    ＝ 200万kW 
     ←仏 銀行撤退 

④ 西ジャワ州インドラマユ 

 ・JICA  E/S借款中 

 本体借款要請待ち＝100万kW 

ジャワ-バリ系統＝28～40％ほどの電力予備率 
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インドネシア電力供給総合計画（RUPTL） 
2018-2027（PLN）における 

ジャワ-バリ系統の電力予測 

年 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 

需要純ピーク
（MW） 27081 28740 30998 33371 35259 37168 39054 41009 43129 45583 

設備容量（MW） 34746 36897 41914 44824 47845 50195 52525 57270 58930 58930 

供給予備率（％） 28.3 28.4 35.2 34.3 35.7 35.0 34.5 39.7 36.6 29.3 

出典： RUPTL（2018）（PLN）を基にFoE Japanで分析したデータ 



電力需要予測率（TWh) 

出典： RUPTL（2018）（PLN） 

図表5.1 売電予測の比較 

平均伸び率 
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バタン石炭火力発電所 

軍・警察・チンピラによる人権侵害 

 土地買収交渉における軍等による合意の強要 

 住民協議における治安部隊の配備 

 暴力行為 

 反対派住民リーダーらへの脅迫・嫌がらせ 

 法的措置による嫌がらせ 

 2012年 ＝ 5名のリーダーの留置（5ヶ月強） 

       2014年 ＝ 2名のリーダーの留置（7ヶ月） 
 匿名レターによる脅迫 等 

 国軍工兵隊による土地整備作業 

 2015年4月～ （主に盛土） 

 2015年9月～                    Cf. 地域社会の分裂 
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・原告1名を含む住民4名に暴力容疑  

   → 逮捕・勾留（2018年4月6日～10月3日まで） 
・土地違法占拠 容疑 → さらに逮捕される可能性  

インドラマユ石炭火力・拡張計画 

2017年12月 地裁が環境許認可の取消判決 
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・「国旗侮辱罪」による住民3名の不当逮捕 

  2017年12月17日 夜中１時に重武装した警察が 

  家を訪問。県警に連行。23時間後に保釈も、嫌疑は継続。 
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・「国旗侮辱罪」による住民3名の不当勾留（ 2018年9月～） 
  10月23日～ 公判中。 

  最高で5年の実刑の可能性も。 

 


